
30
年
度
予
算
、
地
方
創
生
・
地
方
分
権
の
推
進
に
つ
い
て
意
見
交
換

国
と
地
方
の
協
議
の
場
（
平
成

29
年
度
第
2
回
）
が
10
月
26
日
、

首
相
官
邸
で
開
か
れ
、
山
田
一
仁

本
会
会
長
（
札
幌
市
議
会
議
長
）

ら
地
方
六
団
体
の
各
代
表
が
出
席

し
た
。

協
議
事
項
は
①
平
成
30
年
度
概

算
要
求
等
②
地
方
創
生
及
び
地
方

分
権
改
革
の
推
進
―
に
つ
い
て
。

①
に
つ
い
て
、
地
方
六
団
体
の

各
代
表
が
そ
れ
ぞ
れ
発
言
。
山
田

本
会
会
長
か
ら
は
、
国
と
地
方
の

役
割
分
担
に
応
じ
た
地
方
税
の
強

化
な
ど
を
求
め
た
（
発
言
要
旨
は

下
掲
）
。
意
見
交
換
で
は
、
茂
木

敏
充
・
内
閣
府
特
命
担
当
大
臣

（
経
済
財
政
政
策
）
、
野
田
聖
子

・
総
務
大
臣
、
加
藤
勝
信
・
厚
生

労
働
大
臣
か
ら
発
言
が
あ
っ
た
。

②
に
つ
い
て
、
梶
山
弘
志
・
内

閣
府
特
命
担
当
大
臣（
地
方
創
生
）

の
説
明
の
後
、
意
見
交
換
に
入
っ

た
。
地
方
六
団
体
の
各
代
表
が
そ

れ
ぞ
れ
発
言
し
た
後
、
梶
山
大
臣
、

加
藤
大
臣
か
ら
発
言
が
あ
っ
た
。

山
田
本
会
会
長
か
ら
は
、
ま
ち
・

ひ
と
・
し
ご
と
創
生
事
業
費
の
確

保
な
ど
を
求
め
た
（
発
言
要
旨
は

下
掲
）
。

協
議
の
後
、
安
倍
晋
三
・
内
閣

総
理
大
臣
か
ら
「
生
産
性
革
命
、

人
づ
く
り
革
命
の
2
本
の
柱
の
施

策
を
具
体
化
す
る
た
め
、
年
内
に

新
し
い
政
策
パ
ッ
ケ
ー
ジ
を
作
成

す
る
。
地
方
創
生
に
つ
い
て
は
、

ま
ち
・
ひ
と
・
し
ご
と
創
生
総
合

戦
略
の
中
間
年
を
迎
え
、
成
果
が

問
わ
れ
る
。
情
報
面
・
人
材
面
・

財
政
面
か
ら
積
極
的
に
支
援
す
る
。

地
方
分
権
改
革
に
つ
い
て
も
、
提

案
募
集
方
式
に
よ
り
、
地
方
の
発

意
に
よ
る
地
方
の
た
め
の
改
革
を

着
実
に
推
進
す
る
」
な
ど
の
挨
拶

が
あ
っ
た
。
最
後
に
、
地
方
六
団

体
を
代
表
し
、
山
田
啓
二
・
全
国

知
事
会
会
長
（
京
都
府
知
事
）
か

ら
「
生
産
性
革
命
、
人
づ
く
り
革

命
を
真
に
実
効
あ
る
も
の
に
す
る

た
め
に
は
地
方
の
財
源
確
保
、
地

方
へ
の
柔
軟
性
を
持
っ
た
対
応
が

必
要
」
な
ど
の
挨
拶
が
あ
っ
た
。

な
お
、
地
方
六
団
体
は
①
平
成

30
年
度
予
算
編
成
等
に
つ
い
て

（
ポ
イ
ン
ト
）
②
平
成
30
年
度
予

算
編
成
等
に
つ
い
て
③
地
方
創
生
、

地
方
分
権
改
革
の
推
進
に
つ
い
て

（
ポ
イ
ン
ト
）
④
地
方
創
生
、
地

方
分
権
改
革
の
推
進
に
つ
い
て
―

の
各
文
書
を
資
料
と
し
て
提
出
し

て
い
る
（
①
・
③
の
概
要
を
2
面

に
掲
載
）
。
地
方
六
団
体
提
出
資

料
な
ど
当
日
の
会
議
資
料
は
内
閣

官
房
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
（h

ttps:/

/w
w
w
.cas.g

o.jp/jp/seisa

k
u
/k
y
ou
g
in
oba/h

29/dai2

/g
ijisidai.h

tm
l

）
に
掲
載
さ
れ

て
い
る
。
後
日
、
国
会
報
告
と
議

事
録
も
掲
載
さ
れ
る
。

※
山
田
会
長
発
言
要
旨

①
平
成
30
年
度
概
算
要
求
等

消
費
税
の
使
途
見
直
し
を
契
機

に
、
人
口
減
少
に
伴
う
社
会
構
造

の
変
化
に
対
応
し
た
税
制
改
革
の

議
論
を
再
開
し
、
国
と
地
方
の
役

割
分
担
に
応
じ
た
地
方
税
の
強
化

を
お
願
い
す
る
。
ま
た
、
子
ど
も

医
療
費
助
成
を
地
方
単
独
事
業
で

行
う
市
町
村
に
対
す
る
国
民
健
康

保
険
制
度
の
国
庫
負
担
減
額
調
整

措
置
は
極
め
て
不
合
理
で
あ
り
、

直
ち
に
廃
止
す
る
こ
と
。
子
ど
も

の
医
療
費
に
つ
い
て
は
全
国
一
律

の
制
度
を
創
設
す
る
こ
と
。

②
地
方
創
生
及
び
地
方
分
権
改
革

の
推
進

ま
ち
・
ひ
と
・
し
ご
と
創
生
事

業
費
の
確
保
を
お
願
い
す
る
。
ま

た
、
公
共
下
水
道
が
老
朽
化
し
て

い
る
状
況
に
あ
る
。
下
水
道
整
備

へ
の
早
急
な
支
援
措
置
を
お
願
い

し
た
い
。

国
と
地
方
の
協
議
の
場
が
開
催
29年度
第2回

激
甚
災
害
指
定
を
閣
議
決
定

政
府
は
10
月
20
日
、
閣
議
に
お

い
て
、
9
月
15
日
か
ら
19
日
ま
で

の
間
の
暴
風
雨
・
豪
雨
（
台
風
18

号
）
に
よ
る
災
害
に
つ
い
て
、
激

甚
災
害
の
指
定
と
適
用
す
べ
き
措

置
の
指
定
に
関
す
る
政
令
を
決
定

し
た
（
10
月
25
日
公
布
・
施
行
）
。

全
国
を
対
象
に
①
農
地
等
の
災

害
復
旧
事
業
等
に
係
る
補
助
の
特

別
措
置
②
小
災
害
債
に
係
る
元
利

償
還
金
の
基
準
財
政
需
要
額
へ
の

算
入
等
―
の
2
つ
の
措
置
が
適
用

さ
れ
る
（
本
激
）
。
査
定
見
込
額

は
農
地
等
で
68
億
円
。

津
久
見
市
ほ
か
1
町
を
対
象
に
、

①
公
共
土
木
施
設
災
害
復
旧
事
業

等
に
関
す
る
特
別
の
財
政
援
助
②

小
災
害
債
に
係
る
元
利
償
還
金
の

基
準
財
政
需
要
額
へ
の
算
入
等
―

が
適
用
さ
れ
る
（
局
激
）
。
査
定

見
込
額
は
公
共
土
木
施
設
等
で
13

・
6
億
円
。

激
甚
災
害
指
定
の

一
部
改
正
を
閣
議
決
定

政
府
は
10
月
20
日
の
閣
議
に
お

い
て
、
「
平
成
28
年
熊
本
地
震
に

よ
る
災
害
に
つ
い
て
の
激
甚
災
害

及
び
こ
れ
に
対
し
適
用
す
べ
き
措

置
の
指
定
に
関
す
る
政
令
の
一
部

を
改
正
す
る
政
令
」
を
閣
議
決
定

し
た
（
10
月
25
日
公
布
・
施
行
）
。

中
小
企
業
信
用
保
険
法
に
よ
る

災
害
関
係
保
証
の
特
例
に
つ
い
て
、

適
用
期
間
を
1
年
間
延
長
し
、
30

年
10
月
31
日
ま
で
と
し
た
。
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平
成
30
年
度
予
算
編
成
等
に

つ
い
て（
ポ
イ
ン
ト
）﹇
概
要
﹈

1
、
地
方
の
安
定
的
な
財
政
運
営

の
確
保
（
▽
地
方
の
安
定
的
な

財
政
運
営
に
必
要
な
一
般
財
源

総
額
の
確
保
▽
ト
ッ
プ
ラ
ン
ナ

ー
方
式
を
は
じ
め
地
方
の
行
財

政
改
革
に
よ
り
生
じ
た
財
源
の

確
実
な
地
方
へ
の
還
元
▽
歳
出

特
別
枠
の
実
質
的
な
堅
持
▽
基

金
残
高
増
加
を
も
っ
て
の
地
方

財
政
余
裕
論
は
不
適
当
）

2
、
国
民
の
生
活
を
守
る
社
会
保

障
の
基
盤
づ
く
り
と
人
材
投
資

の
抜
本
強
化
（
▽
消
費
税
・
地

方
消
費
税
率
の
引
き
上
げ
に
当

た
り
、
地
方
の
安
定
的
な
社
会

保
障
サ
ー
ビ
ス
提
供
の
た
め
の

財
源
確
保
▽
政
策
パ
ッ
ケ
ー
ジ

の
策
定
の
際
の
地
方
と
の
十
分

な
協
議
▽
幼
児
教
育
・
保
育
の

早
期
無
償
化
、
私
立
高
校
の
授

業
料
無
償
化
な
ど
教
育
費
負
担

軽
減
の
た
め
の
安
定
財
源
の
確

保
▽
待
機
児
童
解
消
に
向
け
た

地
方
財
源
の
確
保
▽
国
保
へ
の

財
政
支
援
の
確
実
な
実
施
、
普

通
調
整
交
付
金
の
機
能
の
維
持

▽
介
護
保
険
制
度
の
低
所
得
者

保
険
料
軽
減
強
化
の
1
4
0
0

億
円
の
確
保
、
調
整
交
付
金
の

機
能
の
維
持
）

3
、
国
民
の
命
を
守
る
防
災
・
減

災
対
策
の
推
進
（
▽
国
民
の
生

命
・
財
産
を
守
る
社
会
資
本
整

備
へ
の
十
分
な
予
算
確
保
▽
国

土
強
靱
化
、
防
災
・
減
災
対
策

の
加
速
化
へ
の
財
源
の
確
保
）

4
、
地
方
税
源
の
確
保
（
▽
配
偶

者
控
除
等
の
見
直
し
に
よ
る
個

人
住
民
税
減
収
額
の
全
額
国
費

補
塡
▽
地
方
の
意
見
を
十
分
踏

ま
え
た
森
林
環
境
税
（
仮
称
）

の
制
度
設
計
▽
償
却
資
産
に
対

す
る
固
定
資
産
税
の
現
行
制
度

の
堅
持
▽
ゴ
ル
フ
場
利
用
税
の

現
行
制
度
の
堅
持
）

地
方
創
生
、地
方
分
権
改
革
の
推

進
に
つ
い
て（
ポ
イ
ン
ト
）﹇
概
要
﹈

Ⅰ
地
方
創
生

1
、
日
本
を
支
え
る
「
人
」
へ
の

投
資
（
▽
地
方
が
取
り
組
む
地

域
を
担
う
人
づ
く
り
へ
の
積
極

的
な
支
援
▽
中
小
企
業
、
観
光

産
業
、
福
祉
な
ど
を
担
う
人
づ

く
り
投
資
の
た
め
の
財
源
確
保

▽
子
ど
も
た
ち
へ
の
大
胆
な
投

資
▽
超
高
齢
社
会
へ
の
対
応
）

2
、
地
方
創
生
の
セ
カ
ン
ド
ス
テ

ー
ジ
に
向
け
て

（
1
）
地
方
創
生
回
廊
の
早
期
完

備
と
強
靱
な
国
土
づ
く
り
（
▽

地
方
創
生
回
廊
の
早
期
完
備
、

地
域
公
共
交
通
網
の
維
持
・
確

保
、
公
共
イ
ン
フ
ラ
の
地
域
間

格
差
是
正
▽
所
有
者
不
明
土
地

対
策
の
推
進
）

（
2
）
東
京
一
極
集
中
の
是
正

（
▽
地
方
大
学
・
地
域
産
業
創

生
交
付
金
（
仮
称
）
の
創
設
・

制
度
化
、
東
京
の
大
学
定
員
抑

制
に
係
る
立
法
措
置
▽
地
方
に

お
け
る
若
者
の
雇
用
機
会
確
保

▽
政
府
関
係
機
関
・
企
業
の
地

方
移
転
の
促
進
▽
地
域
イ
ノ
ベ

ー
シ
ョ
ン
の
創
出
と
第
4
次
産

業
革
命
へ
の
対
応
、
農
林
水
産

業
・
農
山
漁
村
の
再
生
へ
の
取

り
組
み
の
強
化
）

（
3
）
地
方
創
生
に
必
要
な
財
源

の
確
保
（
▽
ま
ち
・
ひ
と
・
し

ご
と
創
生
事
業
費
の
拡
充
、
継

続
▽
地
方
創
生
推
進
交
付
金
の

総
額
確
保
、
「
人
づ
く
り
拠
点

枠
」
「
第
4
次
産
業
革
命
推
進

枠
」
の
創
設
）

3
、
ス
ポ
ー
ツ
・
文
化
・
観
光
振

興
（
▽
聖
火
リ
レ
ー
時
に
各
地

で
の
文
化
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
展
開

に
よ
る
地
方
か
ら
わ
が
国
の
多

様
な
文
化
の
発
信
▽
ス
ポ
ー
ツ

・
文
化
と
他
産
業
の
融
合
に
よ

る
地
域
経
済
活
性
化
と
ス
ポ
ー

ツ
・
文
化
の
成
長
産
業
化
の
推

進
▽
観
光
客
増
加
、
さ
ら
な
る

観
光
客
誘
致
の
た
め
の
新
た
な

税
財
源
措
置
）

Ⅱ
地
方
分
権

地
方
分
権
の
着
実
な
推
進
（
▽

各
大
臣
の
リ
ー
ダ
ー
シ
ッ
プ
に
よ

る
地
方
の
提
案
実
現
▽
従
う
べ
き

基
準
の
見
直
し
）

「
平
成
29
年
度
市
議
会
の
活
動

に
関
す
る
実
態
調
査
結
果
」
に
つ

い
て
、
今
号
（
下
）
で
は
、
▽
議

員
間
討
議
の
規
定
状
況
▽
子
ど
も

議
会
、
女
性
議
会
、
模
擬
議
会
の

開
催
状
況
▽
政
務
活
動
費
の
交
付

状
況
▽
広
報
広
聴
の
実
施
状
況
―

な
ど
を
掲
載
。
な
お
、
本
文
中
括

弧
内
の
％
は
、
特
段
の
記
載
が
な

い
限
り
、
調
査
対
象
の
8
1
4
市

区
数
に
対
す
る
割
合
。
27
年
以
前

の
調
査
結
果
を
含
む
記
述
に
つ
い

て
は
、
全
て
本
紙
調
べ
に
よ
る
。

議
員
間
討
議
の
規
定
状
況

議
員
間
（
自
由
）
討
議
を
規
定

し
て
い
る
市
区
は
27
年
か
ら
23
市

増
の
4
7
1
市
区
（
57
・
9
％
）

と
な
っ
た
。
実
施
し
た
市
区
は
27

年
か
ら
10
市
増（
55
市
増
45
市
減
）

の
2
8
1
市
区
（
34
・
5
％
）
だ

っ
た
。
議
員
間
討
議
を
行
っ
た
会

議
の
種
類
（
複
数
回
答
）
は
▽
本

会
議
�
13
市
（
議
員
間
討
議
実
施

市
区
の
4
・
6
％
）
▽
委
員
会
�

2
4
5
市
区
（
同
87
・
2
％
）
▽

協
議
等
の
場
�
66
市
（
同
23
・
5

％
）
―
な
ど
と
な
っ
て
い
る
。

近
5
年
の
規
定
・
実
施
市
区
数

の
推
移
を
グ
ラ
フ
と
し
て
掲
載
し

た
（
3
面
に
掲
載
）
。

子
ど
も
議
会
、
女
性
議
会
、

模
擬
議
会
の
開
催
状
況

子
ど
も
議
会
の
開
催
市
区
数
は

27
年
か
ら
2
市
増
（
56
市
増
54
市

減
）
の
1
8
0
市
区
（
22
・
1
％
）、

女
性
議
会
は
27
年
と
同
数
（
た
だ

し
、
5
市
増
5
市
減
）の
9
市（
1

・
1
％
）
、
模
擬
議
会
は
27
年
か

ら
16
市
増
（
22
市
増
6
市
減
）
の

29
市
（
3
・
6
％
）
だ
っ
た
。

政
務
活
動
費
の
交
付
状
況

政
務
活
動
費
の
交
付
状
況
は
27

年
か
ら
5
市
増（
8
市
増
3
市
減
）

の
7
1
8
市
区
（
88
・
2
％
）
だ

っ
た
。
調
査
を
開
始
し
た
25
年
の

7
0
5
市
区
か
ら
毎
年
少
し
ず
つ

増
え
て
い
る
。

交
付
対
象
は
▽
会
派
�
2
9
5

市
区
（
政
務
活
動
費
交
付
市
区
の

41
・
1
％
）
で
27
年
か
ら
3
市
増

（
17
市
増
14
市
区
減
）
▽
議
員
�

1
6
4
市
（
同
22
・
8
％
）
で
27

年
か
ら
2
市
増（
6
市
増
4
市
減
）

▽
会
派
ま
た
は
議
員
�
1
9
6
市

区
（
同
27
・
3
％
）
で
8
市
区
減

（
17
市
区
増
25
市
区
減
）
―
な
ど

と
な
っ
て
い
る
。

今
回
新
た
に
調
査
し
た
交
付
方

法
は
▽
前
払
い
�
6
8
4
市
区

（
政
務
活
動
費
交
付
市
区
の
95
・

3
％
）
▽
会
派
に
前
払
い
し
、
会

派
か
ら
議
員
に
後
払
い
・
精
算
払

い
�
26
市
（
同
3
・
6
％
）
▽
後

払
い
・
精
算
払
い
�
8
市
（
同
1

・
1
％
）
―
と
な
っ
て
い
る
。

収
支
報
告
書
へ
の
領
収
書
添
付

状
況
で
あ
る
が
、
交
付
し
た
全
て

の
市
区
（
7
1
8
市
区
�
1
0
0

％
）
が
、
報
告
書
に
全
て
の
領
収

書
の
添
付
を
し
て
い
る
。
調
査
を

開
始
し
た
25
年
の
7
0
1
市
区

（
政
務
活
動
費
交
付
7
0
5
市
区

の
99
・
4
％
）
か
ら
、
毎
年
、
市

区
数
、
割
合
と
も
に
増
え
、
初
め

て
1
0
0
％
と
な
っ
た
。

議
員
一
人
当
た
り
の
交
付
額
は

▽
1
万
円
未
満
�
47
市
（
政
務
活

動
費
交
付
市
区
数
の
6
・
5
％
）

▽
1
万
円
以
上
2
万
円
未
満
�
2

3
5
市
（
同
32
・
7
％
）
▽
2
万

円
以
上
3
万
円
未
満
�
1
7
1
市

（
同
23
・
8
％
）
▽
3
万
円
以
上

5
万
円
未
満
�
1
1
4
市
（
同
15

・
9
％
）
▽
5
万
円
以
上
10
万
円

未
満
�
82
市
区
（
同
11
・
4
％
）

▽
10
万
円
以
上
20
万
円
未
満
�
47

市
区
（
同
6
・
5
％
）
▽
20
万
円

以
上
30
万
円
未
満
�
8
市
区
（
同

1
・
1
％
）
▽
30
万
円
以
上
�
14

市
（
同
1
・
9
％
）
―
で
あ
り
、

【
3
面
へ
続
く
】

市
議
会
の
活
動
に
関
す
る
実
態
調
査
結
果（
下
）

出
産
に
伴
う
欠
席
規
定
は
7
2
5
市
区（
89
・
1
％
）が
定
め
る
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市
区
数
の
多
い
・
割
合
の
高
い
順

に
「
1
万
円
以
上
2
万
円
未
満
」

（
32
・
7
％
）
、
「
2
万
円
以
上

3
万
円
未
満
」
（
23
・
8
％
）
と

な
っ
て
い
る
が
、
こ
の
順
番
は
25

年
の
調
査
開
始
以
来
変
わ
っ
て
い

な
い
。
ま
た
、
25
年
の
調
査
開
始

時
か
ら
、
「
3
万
円
以
上
5
万
円

未
満
」
は
毎
年
増
加
し
、
「
1
万

円
未
満
」
は
毎
年
減
少
し
て
い
る
。

今
回
新
た
に
調
査
し
た
ホ
ー
ム

ペ
ー
ジ
上
で
の
収
支
報
告
書
等
の

公
開
の
状
況
は
公
開
し
て
い
る
市

が
4
9
9
市
区
（
61
・
3
％
）
。

▽
収
支
報
告
書
�
3
0
4
市
区

（
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
上
で
収
支
報
告

書
等
公
開
市
区
の
60
・
9
％
）
▽

活
動
報
告
書
・
視
察
報
告
書
�
1

2
1
市
（
同
24
・
2
％
）
▽
領
収

書
�
69
市
区
（
同
13
・
8
％
）
▽

会
計
帳
簿
�
58
市
区
（
同
11
・
6

％
）
▽
支
出
伝
票
�
18
市
（
同
3

・
6
％
）
―
な
ど
と
な
っ
て
い
る

（
複
数
回
答
の
た
め
合
計
市
区
数

が
4
9
9
を
超
え
る
）
。

広
報
広
聴
の
実
施
状
況

イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
上
で
の
議
会

の
情
報
発
信
の
内
容
で
は
市
区
数

が
多
い
順
に
①
議
員
名
簿
�
8
1

4
市
区
（
1
0
0
％
）
②
会
議
日

程
�
8
1
3
市
区
（
99
・
9
％
）

③
会
議
録
、
会
議
録
検
索
シ
ス
テ

ム
�
8
1
1
市
区
（
99
・
6
％
）

④
議
会
だ
よ
り
�
7
8
5
市
区

（
96
・
4
％
）
―
と
な
っ
て
い
る
。

27
年
か
ら
の
増
加
市
区
数
が
多

い
順
に
①
行
政
視
察
の
受
け
入
れ

案
内
や
行
政
視
察
報
告
な
ど
�
5

0
1
市
区
（
61
・
5
％
）
で
27
年

か
ら
69
市
増
（
78
市
増
9
市
減
）

②
議
会
報
告
会
の
案
内
や
実
施
報

告
な
ど
�
4
2
9
市
区
（
52
・
7

％
）
で
同
35
市
区
増
（
49
市
区
増

14
市
減
）
③
ネ
ッ
ト
に
よ
る
議
会

中
継
な
ど
�
6
2
9
市
区
（
77
・

3
％
）
で
同
29
市
区
増
（
32
市
区

増
3
市
減
）
―
と
な
っ
て
い
る
。

ま
た
、
今
回
新
た
に
調
査
対
象
と

な
っ
た
議
案
に
対
す
る
賛
否
の
公

表
の
市
区
数
は
、4
8
2
市
区（
59

・
2
％
）
と
な
っ
て
い
る
。

26
年
か
ら
の
調
査
項
目
の
う
ち

▽
議
会
独
自
の
フ
ェ
イ
ス
ブ
ッ
ク

の
実
施
▽
議
会
独
自
の
ツ
イ
ッ
タ

ー
の
実
施
▽
議
会
モ
ニ
タ
ー
制
度

の
採
用
▽
議
会
の
パ
ブ
リ
ッ
ク
コ

メ
ン
ト
の
実
施
▽
住
民
ア
ン
ケ
ー

ト
調
査
の
実
施
―
に
つ
い
て
は
、

そ
の
他
の
項
目
で
あ
る
大
学
等
と

の
協
定
の
締
結
と
あ
わ
せ
て
表
に

掲
載
し
た
。そ

の

他

28
年
の
調
査
で
は
、
本
会
議
場

・
委
員
会
室
別
、
議
員
の
パ
ソ
コ

ン
・
タ
ブ
レ
ッ
ト
端
末
別
の
使
用

状
況
を
、
全
議
員
持
ち
込
み
が
原

則
・
希
望
す
る
議
員
の
持
ち
込
み

別
に
調
査
結
果
で
は
掲
載
し
て
い

る
が
、
本
紙
調
べ
で
は
、
本
会
議

場
に
パ
ソ
コ
ン
と
タ
ブ
レ
ッ
ト
い

ず
れ
か
で
も
持
ち
込
み
を
行
っ
た

市
区
は
2
1
0
市
区（
25
・
8
％
）、

同
様
に
委
員
会
室
に
持
ち
込
み
を

行
っ
た
市
区
は
2
7
5
市
区
（
33

・
8
％
）
だ
っ
た
。

電
子
表
決
（
押
し
ボ
タ
ン
式
表

決
）
シ
ス
テ
ム
の
導
入
は
、
27
年

か
ら
14
市
増
（
15
市
増
1
市
減
）

の
74
市
区
（
9
・
1
％
）
だ
っ
た
。

調
査
を
開
始
し
た
24
年
か
ら
の
推

移
は
、
24
年
20
市
区
、
25
年
28
市

区
（
8
市
増
）
、
26
年
43
市
区
（
15

市
増
（
16
市
増
1
市
減
）
、
27
年

60
市
区
（
17
市
増
）
と
な
っ
て
い

る
。議

会
と
大
学
等
と
の
協
定
の
締

結
に
つ
い
て
は
、
27
年
か
ら
5
市

増
の
13
市
（
1
・
6
％
）
と
な
っ

た
。
広
報
広
聴
の
項
目
と
あ
わ
せ

て
、
表
に
掲
載
し
た
。

今
回
新
た
に
調
査
し
た
「
出
産

（
議
員
本
人
の
み
）
」
に
伴
う
欠

席
に
関
す
る
会
議
規
則
の
制
定
状

況
に
つ
い
て
は
、
�
7
2
5
市
区

（
89
・
1
％
）
が
規
定
し
て
お
り
、

25
市
区
で
事
例
が
あ
る
。

「
事
故
」
「
出
産
（
議
員
本
人

の
出
産
の
み
）
」
以
外
の
欠
席
事

由
に
関
す
る
会
議
規
則
を
制
定
し

て
い
る
市
区
は
、1
0
8
市
区（
13

・
3
％
）
。
規
定
し
て
い
る
事
項

は
、
▽
議
員
の
家
族
の
介
護
・
看

護
�
21
市
区
▽
議
員
の
配
偶
者
の

出
産
�
11
市
▽
議
員
の
家
族
の
育

児
�
11
市
▽
そ
の
他
�
95
市
区
―

と
な
っ
て
い
る
。

【
2
面
か
ら
続
く
】

グラフ 議員間討議の規定市区数・割合、
実施市区数・割合の推移（近5年）

表 広報広聴、協定締結などの市区数・割合の推移
28年

70市区（8.6%）

17市増（18市増1市減）

25市区（3.1%）

2市増

18市（2.2%）

2市増（5市増3市減）

47市（5.8%）

13市減（40市増53市減）

40市区（4.9%）

16市区増（34市区増18市区減）

13市（1.6%）

5市増

27年

53市区（6.5％）

14市増（18市増4市減）

23市区（2.8％）

3市増

16市（2.0％）

1市減（1市増2市減）

60市（7.4％）

43市区減（42市増85市区減）

24市区（2.9％）

11市減（16市区増27市減）

8市（1.0％）

2市増

26年

39市区（4.8％）

―

20市区（2.5％）

―

17市（2.1％）

―

103市区（12.7％）

―

35市（4.3％）

―

6市（0.7％）

―

議会独自のフェイスブックの実施

対前年比実施市区数

議会独自のツイッターの実施

対前年比実施市区数

議会モニター制度の採用

対前年比採用市数

議会のパブリックコメントの実施

対前年比実施市区数

住民アンケート調査の実施

対前年比実施市区数

議会と大学等との協定の締結

対前年比締結市数
※調査対象市区数は26年813市区、27年813市区、28年814市区
※括弧内の％は全て調査対象市区数に対する割合
※過去の調査結果とあわせて本紙が作成した。

：規定市区数（左目盛）
：実施市区数（規定市数の内数）（左目盛）
：規定割合（右目盛）
：実施割合（右目盛）

※調査対象市区数は24年811市区、25年812市区、26年813市区、
27年813市区、28年814市区
※割合は全て調査対象市区数に対する割合
※過去の調査結果とあわせて本紙が作成した。
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病
院
協
が
役
員
会
を
開
催
（
於
・
飯
塚
市
）

自
治
体
病
院
経
営
に
関
す
る
要
望
を
決
定

全
国
自
治
体
病
院
経
営
都
市
議

会
協
議
会
（
会
長
�
増
田
暢
之
磐

田
市
議
会
議
長
）
は
10
月
12
日
、

飯
塚
市
で
正
副
会
長
・
監
事
・
相

談
役
会
議
を
開
催
し
た
。

会
議
で
は
、
増
田
会
長
の
挨
拶

に
続
き
、
開
催
地
の
藤
浦
誠
一
副

会
長
（
飯
塚
市
議
会
議
長
）
、
梶

原
善
充
・
飯
塚
市
副
市
長
か
ら
、

そ
れ
ぞ
れ
挨
拶
。
続
い
て
、
事
務

報
告
を
了
承
し
、
協
議
に
入
っ
た
。

協
議
で
は
、
「
自
治
体
病
院
経

営
に
関
す
る
要
望
」
を
原
案
の
通

り
決
定
し
た
。
要
望
は
①
財
政
措

置
②
新
し
い
専
門
医
制
度
③
医
師

確
保
対
策
等
④
救
急
医
療
体
制
⑤

東
日
本
大
震
災
被
災
地
の
地
域
医

療
の
確
保
⑥
平
成
28
年
熊
本
地
震

⑦
診
療
報
酬
改
定
―
の
7
項
目
を

大
き
な
柱
と
し
て
い
る
（
要
望
の

一
部
を
下
掲
。
要
望
書
は
本
会
ホ

ー
ム
ペ
ー
ジ
に
掲
載
）
。
全
加
盟

団
体
へ
要
望
書
を
送
付
し
、
地
元

選
出
国
会
議
員
な
ど
に
対
す
る
要

望
活
動
を
依
頼
す
る
。
正
副
会
長

・
監
事
・
相
談
役
に
つ
い
て
は
、

11
月
14
日
、
政
府
の
要
職
な
ど
に

要
望
す
る
予
定
と
し
た
。
ほ
か
に

▽
第
13
回
地
域
医
療
政
策
セ
ミ
ナ

ー
の
運
営
▽
自
治
体
病
院
全
国
大

会
2
0
1
7
「
地
域
医
療
再
生
フ

ォ
ー
ラ
ム
」
▽
今
後
の
会
議
・
活

動
日
程
▽
役
員
改
選
―
に
つ
い
て

了
承
し
て
い
る
。

【
要
望（
一
部
掲
載
）】

①
財
政
措
置
（
自
治
体
病
院
の
経

営
基
盤
安
定
の
た
め
、
特
に
小
児

医
療
、
救
急
医
療
、
精
神
科
医
療

な
ど
の
不
採
算
部
門
を
十
分
考
慮

し
た
地
方
交
付
税
等
財
政
措
置
の

拡
充
強
化
。
医
師
の
勤
務
実
態
を

踏
ま
え
た
処
遇
改
善
な
ど
に
係
る

財
政
支
援
措
置
。
看
護
職
員
、
助

産
師
等
医
療
従
事
者
、
医
師
事
務

作
業
補
助
者
の
必
要
人
員
確
保
と

養
成
の
た
め
の
財
政
措
置
の
拡
充

な
ど
）②
新
し
い
専
門
医
制
度（
制

度
運
用
に
当
た
り
、
地
域
医
療
を

担
う
自
治
体
病
院
の
役
割
を
踏
ま

え
、
医
師
の
偏
在
が
さ
ら
に
進
む

こ
と
の
な
い
よ
う
慎
重
に
対
応
）

③
医
師
確
保
対
策
等
（
医
師
不
足

・
地
域
偏
在
是
正
の
た
め
、
医
師

需
給
見
通
し
に
基
づ
く
医
師
確
保

の
基
本
方
針
の
策
定
、
計
画
的
な

養
成
、
偏
在
是
正
策
へ
の
取
り
組

み
。
診
療
科
偏
在
解
消
の
た
め
、

診
療
科
ご
と
に
バ
ラ
ン
ス
の
と
れ

た
医
師
育
成
方
策
の
確
立
、
医
師

の
勤
務
環
境
改
善
に
対
す
る
支
援

の
充
実
強
化
な
ど
）
④
救
急
医
療

体
制
（
救
急
医
療
体
制
の
確
保
・

充
実
。
周
産
期
医
療
、
小
児
救
急

医
療
に
つ
い
て
、
医
師
の
確
保
、

地
域
へ
の
均
衡
あ
る
配
置
の
実
現
、

医
療
体
制
の
充
実
強
化
の
た
め
の

財
政
措
置
な
ど
）
⑤
東
日
本
大
震

災
被
災
地
の
地
域
医
療
の
確
保

（
被
災
地
域
の
自
治
体
病
院
へ
の

全
面
的
支
援
措
置
の
継
続
）
⑥
平

成
28
年
熊
本
地
震
（
被
災
し
た
自

治
体
病
院
機
能
の
回
復
の
た
め
、

十
分
な
財
政
支
援
な
ど
復
旧
に
向

け
た
万
全
の
措
置
）
⑦
診
療
報
酬

改
定
（
医
療
技
術
・
医
療
機
関
の

機
能
的
コ
ス
ト
な
ど
を
踏
ま
え
た

適
切
な
評
価
、
地
方
に
配
慮
し
た

診
療
報
酬
改
定
）

基
地
協
が
役
員
会
を
開
催
（
於
・
那
覇
市
）

理
事
会
提
出
議
案
に
つ
い
て
協
議

全
国
市
議
会
議
長
会
基
地
協
議

会
（
会
長
�
市
岡
博
道
佐
世
保
市

議
会
議
長
）
は
10
月
20
日
、
那
覇

市
で
正
副
会
長
・
監
事
・
相
談
役

会
を
開
催
し
た
。

会
議
で
は
、
市
岡
会
長
挨
拶
の

後
、
深
山
延
暁
・
防
衛
省
地
方
協

力
局
長
か
ら
来
賓
挨
拶
が
あ
っ
た
。

続
い
て
、
講
演
が
あ
り
、
事
務
報

告
を
了
承
後
、
協
議
に
入
っ
た
。

協
議
で
は
、
28
年
度
会
計
決
算
、

基
地
対
策
関
係
施
策
の
充
実
強
化

に
関
す
る
要
望
書
案
、
30
年
度
負

担
金
算
出
基
準
案
を
原
案
の
通
り
、

11
月
13
日
開
催
の
第
89
回
理
事
会

に
提
出
す
る
こ
と
と
し
た
。

協
議
後
、
オ
ブ
ザ
ー
バ
ー
と
し

て
出
席
し
た
議
長
を
代
表
し
、
大

城
政
利
宜
野
湾
市
議
会
議
長
か
ら

挨
拶
が
あ
っ
た
。

な
お
、
講
演
で
は
、
中
嶋
浩
一

郎
・
防
衛
省
沖
縄
防
衛
局
長
か
ら
、

「
沖
縄
県
の
基
地
の
概
要
」
と
題

す
る
説
明
を
聴
取
し
た
。

災
害
救
助
法
を
適
用

台
風
21
号
に
よ
り
、
三
重
県
は

10
月
26
日
、
伊
勢
市
に
災
害
救
助

法
を
適
用
し
、
27
日
に
は
1
町
を

追
加
適
用
し
た
（
い
ず
れ
も
10
月

22
日
適
用
）
。
和
歌
山
県
は
27
日
、

新
宮
市
に
適
用（
10
月
21
日
適
用
）。

京
都
府
は
30
日
、
舞
鶴
市
に
適
用

し
た
（
10
月
22
日
適
用
）
。

被
災
者
生
活
再
建
支
援
法
を
適
用

台
風
21
号
に
よ
り
、
三
重
県
は

10
月
26
日
、
伊
勢
市
に
被
災
者
生

活
再
建
支
援
法
を
適
用
し
、
27
日

に
は
1
町
を
追
加
適
用
し
た
（
い

ず
れ
も
10
月
22
日
適
用
）
。
和
歌

山
県
は
27
日
、新
宮
市
に
適
用（
10

月
21
日
適
用
）
。
京
都
府
は
30
日
、

舞
鶴
市
に
適
用
し
た
（
10
月
22
日

適
用
）
。

▽
安
来
市
（
島
根
県
）

住
所
、
電
話
番
号
、
フ
ァ
ク
ス
番

号
は
変
更
な
し

▼
議
長

▽
海
津

飯
田

洋（
10
・
5
）

▽
柏
原

乾

一（
10
・
5
）

▽
本
巣

鍔
本
規
之（
10
・
10
）

▽
大
洲

村
上
常
雄（
10
・
11
）

▽
箕
面

内
海
辰
郷（
10
・
12
）

▽
一
関

槻
山

隆（
10
・
17
）

▽
美
濃
加
茂

渡
邉
益
已（
10
・
20
）

▽
三
田

今
北
義
明（
10
・
23
）

▽
山
陽
小
野
田小

野

泰（
10
・
24
）

▽
川
西

西
山
博
大（
10
・
26
）

▽
む
つ

白
井
二
郎（
10
・
30
）

▽
横
手

齋
藤
光
司（
10
・
30
）

▽
佐
賀

武
藤
恭
博（
10
・
30
）

▽
草
加

切
敷
光
雄（
10
・
31
）

▽
朝
来

渕
本

稔（
11
・
1
）

▼
副
議
長

▽
海
津

浅
井
ま
ゆ
み（
10
・
5
）

▽
柏
原

山
下
亜
緯
子（
10
・
5
）

▽
本
巣

瀬
川
治
男（
10
・
10
）

▽
大
洲

桝
田
和
美（
10
・
11
）

▽
箕
面

岡
沢

聡（
10
・
12
）

▽
一
関

沼
倉
憲
二（
10
・
17
）

▽
美
濃
加
茂

村
瀬
正
樹（
10
・
20
）

▽
三
田

長
谷
川
美
樹（
10
・
23
）

▽
山
陽
小
野
田矢

田
松
夫（
10
・
24
）

▽
川
西

黒
田
美
智（
10
・
26
）

▽
む
つ

野
呂
泰
喜（
10
・
30
）

▽
横
手

小
野
正
伸（
10
・
30
）

▽
佐
賀

重
松

徹（
10
・
30
）

▽
草
加

井
手
大
喜（
10
・
31
）

▽
朝
来

日
下

茂（
11
・
1
）

▼
事
務
局
長

▽
浜
田

小
川
克
巳（
4
・
1
）

議議
会会
人人
事事

新新
庁庁
舎舎
落落
成成

病院協会長
増田暢之（磐田市）

基地協会長
市岡博道（佐世保市）
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